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さ情審査答申第１４０号

平成２９年 ２月２３日

さいたま市教育委員会

委員長 大 谷 幸 男 様

さいたま市情報公開・個人情報保護審査会

会 長  池 上 純 一  

答 申 書

平成２７年９月２５日付けで貴委員会から受けた、「北浦和図書館の煙突のア

スベスト調査」（以下「本件対象行政情報」という。）の一部開示決定（以下「本

件処分」という。）に対する審査請求に係る諮問について、次のとおり答申しま

す。

第１ 審査会の結論

本件審査請求については、審査請求の利益がなく、審査請求人の適格を欠

く不適法なものであると認められる。よって、本件審査請求はこれを却下す

べきである。

第２ 審査請求人の主張の要旨

 １ 審査請求の趣旨

本件審査請求の趣旨は、さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま

市条例第１７号。）第６条第１項に基づく本件対象行政情報の開示請求に対

し、実施機関が行った本件処分を取り消し、条例第７条第２号に基づき適

正な開示を求めるものである。 

２ 審査請求の理由

  審査請求人が主張する審査請求の理由は、以下のとおりである。

⑴  環境計量士の氏名が開示されたが不開示情報であると思料する。

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関は、おおむね以下のとおり説明している。 

１ 平成２６年度、文部科学省からの「学校施設等における石綿含有保温材等

の使用状況調査(特定調査)について」（平成２６年７月１４日付け２６文科

施第１９７号）の依頼に基づき、各図書館の保温材、耐火被覆材及び煙突用
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断熱材のアスベスト含有状況の調査を行った。その結果、北浦和図書館にお

いて、建築図面上で煙突内にアスベストが施されていることが判明した。そ

の後、実際にどの程度アスベストが含まれているかを確認するため、アスベ

スト含有調査を行った。 

２ 本件は、北浦和図書館の煙突のアスベスト調査に関する文書について開示

請求がなされ、前述した文部科学省からの調査に関する起案文書とアスベス

ト含有調査の調査業者から提出された試験結果報告書等の一部開示決定処

分を行ったものである。その際、試験結果報告書に記載のあった環境計量士

の氏名についても開示した。環境計量士とは、計量法（平成４年法律第５１

号）で定められた、環境に関する計量の専門知識・技術を有するものに与え

られる国家資格である。 

３ 審査請求人は、この試験結果報告書に記載されている環境計量士の氏名が

個人情報に当たり、条例第７条第２号に該当するため、不開示情報であり、

適正な開示を求めると主張している。しかし、環境計量士の氏名については、

計量法施行令（平成５年政令第３２９号）第３８条により、計量士登録簿の

謄本を経済産業大臣へ請求することで閲覧することが可能であり、条例第７

条第２号ただし書きアの「法令等の規定又は慣行により公にされ、又は公に

することが予定されている情報」に該当するため、個人の氏名であるが、条

例７条第２号による不開示情報には該当しない。 

４ 以上のことから、試験結果報告書に記載された環境計量士の氏名を開示し

たことは妥当である。 

第４ 審査会の判断の理由

 １ 本件審査請求について

   実施機関は、本件対象行政情報として、アスベストの使用状況調査に関

する起案文書（以下「起案文書」という。）２件、アスベスト含有調査手数

料の支払いに関する財務関係文書（以下「財務関係文書」という。）２件及

び「北浦和図書館試験結果報告書」（以下「報告書」という。）を特定し、

起案文書中のメールアドレス、イントラネットアドレス部分を条例第７条

第５号に、財務関係文書中の口座情報部分を同条第３号に、報告書中の環

境計量士の印影部分を同条第２号に各該当するとして不開示とする一部開

示決定を行った。

審査請求人は、環境計量士の氏名が開示されたが、当該情報は条例第７条

第２号に該当する不開示情報であると主張し、このことを不服として処分の

取消しを求めたものである。

 ２ 本件審査請求の可否について
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⑴ 審査請求人の本件審査請求は、実施機関が本件処分により一部不開示

とした部分を開示せよというものではなく、審査請求人が不開示情報と

思料されるとする環境計量士の氏名が開示されているから、本件処分を

取り消し、条例第７条第２号に基づき（環境計量士の氏名を不開示とし

て）開示せよと主張するものである。 

⑵  行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）は、「行政庁の処分に

不服がある者」は審査請求をすることができるとしているが、「行政庁

の処分に不服がある者」とは、違法又は不当な「処分」により、直接に

自己の権利又は利益を侵害された者であると解されている。 

 したがって、本件処分についての審査請求権者は、法的に保護されて

いる権利又は利益を本件処分によって侵害された者であり、本件処分が

取り消されることにより救済されるべき自己の権利又は利益を有して

いる者でなくてはならないことになる。すなわち、審査請求権者は、本

件処分が取り消されることにより救済されるべき自己の権利又は利益

（審査請求の利益）を有していなければならないのである。 

⑶  本件審査請求人は、本件処分において環境計量士の氏名が開示された

ことにより法的に保護されている審査請求人の権利又は利益を侵害さ

れているとは認められず、審査請求の利益を有していないと思料される。 

 したがって、本件審査請求は、審査請求の利益を有しない者の審査請

求であり、審査請求人の適格を欠く不適法な審査請求であり却下される

べきである。 

３ 以上のとおり、当審査会は、本件審査請求が不適法であると認め、前記第

１の結論のとおり答申するものである。

第５ 調査審議の経過

  当審査会は、本件諮問事案について、次のとおり、調査審議を行った。

① 平成２７年 ９月２５日 諮問の受理（諮問第３８７号）

② 同 年 １０月１９日 実施機関から理由説明書を受理

③ 平成２９年 １月１９日 審議

④ 同 年  ２月１６日 審議

さいたま市情報公開・個人情報保護審査会委員

職   名 氏   名 備   考

会  長 池 上 純 一 大学教授

委  員 石 川 和 子 弁護士

委  員 伊 藤 一 枝 弁護士
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会長職務代理者 柴 田 雅 幸 行政経験者

委  員 吉 田  聰 弁護士

（五十音順）


